平成25年度農業委員会関係予算概算要求等と当面の組織対応について
平成24年９月13日
全国農業会議所
Ⅰ．平成25年度農業委員会関係予算概算要求をめぐる情勢等
１．農業委員会等組織関係予算は前年をやや下回る額で要求
　平成25年度農林水産予算の概算要求における農業委員会等組織関係予算は、「義務的経費」を除く「その他の経費」（裁量的経費、政策的経費等）の前年度比１割削減が求められる中、農地制度実施円滑化事業のうち、農業委員会交付金を除く農地制度実施円滑化事業費補助金等については５％減にとどめた。
　
２．人・農地プランの推進体制の強化（地域農業支援組織連携強化活動【新規】）
　人・農地プランの作成と実現に向けた合意形成を効果的に進めるため、市町村、農業委員会、ＪＡ、円滑化団体等の連携体制を明確化し、地域連携推進員の設置や農地地図システムの整備等を行う。総額１５億円。
３．農の雇用事業の拡充
　農の雇用事業は、23年度4次補正と24年度予算で採択した研修支援の2年目を実施するための予算と、25年度の新規採択分の予算を措置するとともに、事業の拡充により、農業法人等の雇用力強化のため、法人等の職員を先進法人や他産業へ研修派遣して次世代経営者として育成するための経費を月間最大１０万円、最長２年間助成する。
４．上記のほか、経営支援関係、耕作放棄地対策などを含めた農業委員会関係予算の概算要求のポイントは以下のとおり。
	平成25年度概算要求額
	＜参考＞前年度当初予算額等

	農地制度実施円滑化事業
（73億8,328万円、▲2.3％）
	農地制度実施円滑化事業
（75億5,721万円）


	
	 農業委員会交付金
 （47億2,818万円、▲0.3％）
	
	 農業委員会交付金
 （47億4,414万円）

	
	 農業会議会議員手当等負担金
 （4億7,749万円、▲8.3％）
	
	 農業会議会議員手当等負担金
 （5億2,100万円）

	
	 農地制度実施円滑化事業費補助金
 （20億7,233万円、▲5.0％）
	
	 農地制度実施円滑化事業費補助金
 （21億8,100万円）

	
	 農地調整費交付金
 （9,263万円、▲5.0％）
	
	 農地調整費交付金
 （9,751万円）

	
	 全国農業会議所事業
 （1,266万円、▲5.0％）
	
	 全国農業会議所事業
 （1,332万円）

	戸別所得補償経営安定推進事業
  (84億9,910万円）
	 戸別所得補償経営安定推進事業
  (72億263万円)

	
	 人・農地プラン作成活動等
 （5億2,410万円）
	
	 人・農地プラン作成活動等
 (7億263万円）

	
	 地域農業支援組織連携強化活動
  (14億7,500万円）
	
	

	
	 農地集積協力金
 （65億円）
	
	 農地集積協力金
（65億円）


	規模拡大加算（戸別所得補償制度、特会）
（100億円、前年同額）
	規模拡大加算(戸別所得補償制度、特会）
（100億円）

	耕作放棄地再生利用緊急対策交付金
（［所要額］45億1,706万円、28.6％増）
	耕作放棄地再生利用緊急対策交付金
（［所要額］35億1,327万円）

	農山漁村活性化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ支援交付金
（耕作放棄地関連ハード・ソフト）
（交付金総額30億円、▲26.4％）
	農山漁村活性化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ支援交付金
（耕作放棄地関連ハード・ソフト）
（同40億7,514万円）

	経営体育成支援事業
（48億8,328万円、▲23.0％）　
	経営体育成支援事業
（63億4,551万円）　

	新規就農総合支援事業
（348億6,600万円、156.9％増）

	新規就農総合支援事業
（135億7,400万円、皆増）
（※23年度4次補正で23億円)

	
	新規就農者確保事業
(342億7,200万円、164.0％増）

	
	新規就農者確保事業
（129億8,000万円）
（※23年度4次補正で23億円)

	
	農業者育成支援事業
(5億9,500万円）
	
	農業者育成支援事業
（5億9,500万円）

	
	外国人研修受入れ適正化支援事業
（0,廃止）

	農業雇用改善推進事業

	農業雇用改善推進事業


	農業者年金事業

	農業者年金事業



５．こうした農業委員会関係予算の状況や特徴等を踏まえ、年末の25年度政府予算編成の決定に向け、確実な予算措置の確保への働きかけや情報収集等に努めるとともに、要求額の確保等に向けて、政府・国会への働きかけ・調整等の取り組みが必要となっている。
　　とりわけ、農業委員会における新たな農地制度の円滑な執行に不可欠な「農地制度実施円滑化事業費補助金」の予算確保対策が極めて重要であることも踏まえ、都道府県主管部局および市町村財政当局との連携を密にして、都道府県、市町村における平成25年度当初予算での確保と活動の充実強化が求められている。

Ⅱ．平成２５年度農業委員会関係予算概算要求の内容
１．農業委員会等組織関係予算
（１）農地制度実施円滑化事業
　総額は、73億8,328万円で、24年度予算に比べ、1億7,393万円、2.3％減（前年度は6.8％減）の要求となっている。
　　①農業委員会交付金（継続）
　農業委員会交付金については、47億2,818万円で、24年度に比べ、1,596万円、0.3％減（前年度0.4％減）の要求となっている。
　これは、「配分基準となる客観的な数値の変動（配分基準の農業委員会数・農家数・農地面積は微減、特別の事情＝業務量は微増）を反映させる」見直しを行ったため。この見直しは平成22年６月実施の「行政事業公開レビュー」の指摘を受け、平成23年度予算より実施している。
　また、市町村農業委員会への「農業委員会交付金」「農地制度実施円滑化事業費補助金」の交付にあたっては、24年度予算と同様に、農業委員会の審議の公平・公正性を確認するための本年10月実施の総会または農地部会の議事録の作成・公表、本年度の活動計画および平成23年度の点検・評価の策定・公表状況のほか、遊休農地対策等の状況を予算配分に反映させることとしている。
　　②農地制度実施円滑化事業費補助金（継続）
　農業委員会等が新たな農地制度を現場で適切かつ円滑に実施するための22年度からの５年間事業である「農地制度実施円滑化事業費補助金」については、20億7,233万円で、24年度に比べ、1億907万円、5.0％減（前年度は17.6％減）の要求となっている。
　事業実施項目は変更しない。農地の利用関係の調整活動、利用状況調査など遊休農地解消活動、農地基本台帳の整備推進、農地相談員の設置による相談活動など。
　　③都道府県農業会議会議員手当等負担金（継続）
　都道府県農業会議会議員手当等負担金は、4億7,749万円で、24年度に比べ、4,336万円、8.3％減（前年度は1.8％減）の要求となっている。
　これは、定員合理化計画（平成22年～26年で10％削減）に基づいて職員設置費の一般職員設置分を33名から31名に２名削減したほか、公務員の給与削減も反映したもの。
　　④農地調整費交付金（継続）
　都道府県が行う農地の利用関係の調査・調整等を支援するためのもので、9,263万円。24年度に比べ、権限移譲等に伴う転用件数の減や一律削減等を踏まえ、488万円、5.0％減（前年度は10.2％減）の要求となっている。
　　⑤全国農業会議所事業（継続）
　全国農業会議所事業については、1,266万円で、24年度に比べ、67万円、5.0％減（前年度は5.0％減）の要求となっている。
２．戸別所得補償経営安定推進事業（継続）
　土地利用型農業について、平成28年度までに平地で20～30ha、中山間地域で10～20ha規模の経営体が大宗を占める構造を目指すため、集落での話し合いにより地域の中心となる経営体を定め、その経営体に農地の集積が円滑に進むよう支援する。ただし、津波の被災市町村（50市町村）を除く。
　
（１）人・農地プラン作成事業等（拡充）
　市町村等（市町村または地域農業再生協議会）が集落段階での話し合いを通じて、「地域の中心となる経営体（個人、法人、集落営農）」への農地集積や今後の地域農業のあり方等を定めた「人・農地プラン」を作成する取り組みを支援する。要求額は、5億2,410万円となっている。24年度に比べ1億7,853万円、25.4％の減となっている。
（２）地域農業支援組織連携強化活動（新規）
　人・農地プランの作成と実現に向けた合意形成を効果的に進めるため、市町村、農業委員会、ＪＡ、円滑化団体等の連携体制を明確化し、地域連携推進員の設置や農地地図システムの整備等を行う。総額１５億円。
（３）農地集積協力金（継続）
　地域農業マスタープランに位置づけられた「地域の中心となる経営体」に対して農地集積や連坦化等が見込まれる場合に、市町村等がその協力者（農地の出し手）に対して、農地集積協力金を交付する。これまでの土地利用型作物に加え、樹園地、野菜畑等（土地利用型農業以外）の円滑な経営継承を対象に追加。要求額は、65億円（５年間事業）。
３．地域農業経営再開復興支援事業（継続、復興庁に計上）
　東日本大震災により被害を受けた地域において、中心となる経営体の経営再開と地域農業の復興を実現するため、経営再開マスタープランを作成し、プランの実現に向けた農地集積等に必要な取り組みを支援する。
（１）経営再開マスタープラン作成事業（継続）
　津波の被災市町村等（市町村または地域農業再生協議会）が集落段階での話し合いを通じて、「地域の中心となる経営体（個人、法人、集落営農）」への農地集積や今後の地域農業のあり方等を定めた「経営再開マスタープラン」を作成する取り組みを支援する。要求額は、１億29百万円となっている。
（２）経営再開マスタープラン実現支援事業（新規）
　　①　被災地域農地集積支援金
　離農者または農地の相続人等が、農地利用集積円滑化団体または農地保有合理化法人に対して所有農地の10年以上の貸付け（農作業委託を含む）を白紙委任した場合、10ａ当たり３万円を交付する。要求額は、10億13百万円となっている。
　　②　被災農業者経営能力向上事業　←　（１）の事業に含まれる。
　経営再開マスタープランに位置づけられた「地域の中心となる経営体」が行う経営能力や生産技術等の習得に必要な研修費用等を助成する。
４．戸別所得補償制度における加算措置（規模拡大加算等）（継続）
（１）規模拡大加算
　戸別所得補償制度の加入者が、農地利用集積円滑化事業で面的集積（連坦化）するために新たに利用権設定した農地の面積に応じて交付金（２万円／10ａ）を交付する。農地の利用集積面積は５万haを見込む。要求額は100億円で、24年度と同額の要求となっている。
　なお、戸別所得補償制度の対象となっていない飼料作物（畑）、野菜、果樹等を栽培する農地については、戸別所得補償制度への加入・非加入を問わない。
（２）再生利用加算（畑の耕作放棄地解消のため）
　地域農業再生協議会が作成する地域の耕作放棄地の再生利用計画に従って、畑の耕作放棄地に自給率向上効果の高い麦、大豆、そば、なたねを作付けて、その定着・拡大を図る取組に支援を行う（総額40億円）。
　平地・条件不利地（中山間地域等直接支払制度の対象農地）の条件（平地２万円／10ａ、条件不利地３万円／10ａ）に応じて設定し、最長で５年間交付される。なお、この再生利用加算は、後掲の５（１）耕作放棄地再生利用対策とあわせて利用することが可能。
（３）集落営農の法人化等に対する支援（農業者戸別所得補償制度推進事業の中で措置）
　集落営農を持続性ある経営体へ育成するため、集落営農が法人化した場合に事務費助成（定額40万円）と、集落営農の経理処理など農業者の経営能力の向上を図るための取り組み等を支援する。
　この予算については、戸別所得補償制度の実施に必要となる、システム開発や直接支払い等に要する経費、生産数量目標の設定、作付け面積の確認、農地集積の調整等のために、23年度より措置された「農業者戸別所得補償制度推進事業等」（120億円、24年度と同額）の内数に盛り込まれて要求されている。同予算は地域農業再生協議会を通じて措置。
５．耕作放棄地解消対策関係予算
（１）耕作放棄地再生利用緊急対策交付金（継続）
　農用地区域内において荒廃した耕作放棄地を営農可能な状態に再生するために、引き受け手が行う再生作業や土づくり、経営展開に必要な経営相談や実証ほ場の設置・運営等、必要な農業機械・施設等の整備、小規模な基盤整備権利関係の調査・調整等までを総合的・包括的に支援する「耕作放棄地再生利用交付金」として措置。
　23年度より麦・大豆等の戦略作物等を栽培する場合は、土地所有者による再生作業や農用地区域外（市街化区域は除く）の取り組みも支援対象としている。
　事業実施主体は耕作放棄地対策協議会、実施期間は21年度～25年度。所要額は24年度に比べ、10億379万円、28.6％増の45億1,706万円となっている。なお、所要額は算出方法をこれまでの交付実績に基づいたものに変更したため、前年度まで（要望額に基づく算出）に比べて大幅減となっている。また、21年度に各都道府県ごとに積み上げた基金が不足した場合は、改めて不足分を充当するとしている。
　　①　耕作放棄地再生利用活動支援
　貸借等により耕作放棄地の再生作業（雑草・雑木の除去等）および肥料、有機質資材の投入等土づくりを一括で支援する。10ａ当たり５万円を定額支援、または重機を利用する場合は1/2以内の支援。必要に応じて２年目以降の土づくりに2.5万円／10ａ、再生農地への作物の導入等の営農定着に2.5万円／10ａ、試験販売や実証圃場の設置・運営等の経営展開（補助率：定額）を支援する。
　　②　施設等整備支援

用排水施設の整備等の基盤整備、乾燥調整貯蔵施設、農業体験施設、農業用機械・施設等の整備（補助率：1/2以内等）、小規模基盤整備に2.5万円／10ａを定額で支援する。
　　③　再生利用活動附帯事業
　基金管理業務に加えて、都道府県域を越える農地利用調整、地域における農地利用調整、普及啓発活動等の再生利用に附帯する諸活動を対象に支援（補助率：定額）
（２）農山漁村活性化プロジェクト支援交付金（うち遊休農地解消に対するきめ細やかな　　支援2000万円）（継続、総額30億円、交付率：１／２）
　23年度事業が継続されており、具体的な内容も、ソフトが①市町村の事業実施主体に対する指導・助言及び啓発普及活動（都道府県段階）、②遊休農地の実態調査や分布図作成、ボランティア活動等への支援、老朽ハウスなど再生活用支援など（市町村段階）、ハードが①遊休農地を活用した農業生産活動や市民農園の開設、多目的活用の土地条件の整備、②事業実施主体が農地所有者から借り受けた遊休農地を復旧し、他の農業者等に使用貸借した場合の一定の経費支援－などとなっており変更はない。
　事業実施にあたっては、都道府県または市町村が作成する「農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律」に基づく活性化計画のなかでの位置づけが必要となる。
　なお、ソフト事業の①は都道府県農業会議、ソフト事業の②は市町村農業委員会が事業実施主体として位置づけられている。
６．担い手・経営対策関係予算
（１）経営体育成支援事業
　　　農業の持続的発展を確保しつつ､国民への食料の安定供給を図っていくためには、　　人・農地プランに位置づけられた中心経営体等の経営発展を支援していくことが重要　　であるため、こうした地域の中心経営体等に対し農業用機械等の導入を支援する。
　　　事業は、都道府県や市町村が人・農地プランの状況を踏まえて予算を配分する間接　　補助方式で実施される。
　　　事業タイプは、｢融資主体補助型」と「条件不利地域補助型」に整理がされた。従　　来の「経営体育成型補助」と「集落営農補助」は「融資主体補助型」に組み込まれる　　ことになっている。
 　   「融資主体補助型」は、中心経営対等が融資を受け、農業機械等を導入する際に、　　融資残について補助金を交付する(融資残額[3/10上限])ことにより、経営展開を支援　　するもので、過去に融資により顕著な経営改善の効果のあった者に対しては、優先的　　に配分されるように措置することになっている。併せて、融資の円滑化等を図るため、　　農業信用基金協会への補助金の積増による金融機関への債務保証経営体への信用保　　　証）の拡大を支援する。
      ｢条件不利地域補助型」は、経営規模が小規模・零細な地域において意欲ある経営　　体を育成するため、共同利用機械等の導入を支援する（補助率は、1/2以内[4,000万円　　上限]）。
（２）６次産業化推進整備事業　19億8,300万円（21億9,400万円）
      ６次産業化法等により、認定を受けた農林漁業者等が農林水産物の高付加価値化等　　を図るために必要な、農林水産物の加工機械・施設、貯蔵機械・施設、販売・流通施　　設、生産機械・施設等の整備を支援する。
（３）６次産業総合推進委託事業　6億6,100万円（7億3,400万円）
　　　各都道府県の６次産業化サポートセンターにおいて、６次産業化の先達・民間の専　　門家（ボランタリー・プランナー、６次産業化プランナー等）による、ＩＴ活用や輸　　出を含めた経営の発展段階に即した個別相談や課題解決に向けた実践研修会を実施す　　るとともに、ネットワークの構築に向けた異業種との交流会等を開催し、農林漁業者　　等の６次産業化の取り組みを支援する。
（４）スーパーＬ資金の金利負担軽減措置
      人・農地プランに地域の中心経営体として位置づけられた認定農業者が借り入れる　　スーパーＬ資金について、資金繰りに余裕のない貸付当初５年間の金利負担を軽減す　　る。
７．新規就農・人材確保対策関係
（１）新規就農総合支援事業　348億6,600万円（継続・補助率：定額、1/2）
平成24年度から引き続いて、青年新規就農者の定着を毎年2万人に倍増（23年度実績は1万人程度）させるため、①就農準備、②就農開始、③経営確立―のそれぞれの段階で、戸別所得補償制度や就農支援資金等と組み合わせた総合的な就農支援を行う。
23年度4次補正予算及び24年度予算で採択した支援の2年目を実施するための予算と、25年度の新規採択に要する予算を措置して、要求額は24年度予算(135億7,400万円)と比べて212億9,200万円、157％の大幅な増額要求となっている。
事業は、１）新規就農者確保事業 [342億7,200万円：ア）「青年就農給付金」249億5,800万円、イ）「農の雇用事業」93億1,300万円]、２）農業者育成支援事業 [5億9,500万円:ア）「新規就農等相談支援事業」2億600万円、イ）「農業経営者育成教育事業」3億8,900万円]―の２つに分かれる。
　１）新規就農者確保事業
　　ア）「青年就農給付金」　249億5,800万円 （うち事業推進費14億円）
青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、就農前の研修期間中（準備型2年以内）、経営が不安定な就農直後（経営開始型5年以内）の最長7年間、1人当たり年間150万円を支給する。事業実施主体は、都道府県・市町村で、準備型は都道府県青年農業者等育成センターなど。
予算積算上の支給対象者数は、24年度の採択者分と25年度の新規採択者分をあわせて合計1万7,000人を見込む。実際の適用の詳細は適応。
事業要件は、準備型が、就農を前提に農業大学校や先進農家・農業法人など都道府県が認定する研修機関等で研修を受ける場合で、原則45歳未満で就農する者が対象。研修終了後1年以内に就農または農業法人等に就職しない場合、及び給付期間の1.5倍（最低2年）以上就農を継続しない場合は全額返還となる。
経営開始型は、市町村策定の「人・農地プラン」（東日本大震災の津波被災市町村が作成する経営再開マスタープランを含む）に位置づけられている（見込みも含む）、原則45歳未満の独立・自営就農者が対象。親元就農でも、就農してから5年以内の親からの経営継承や、親の経営から分離独立すれば対象となる。市町村等が適切な就農をしていないと判断した場合は支給が打ち切られ（返還は不要）、所得が250万円以上ある場合は支給が停止される。
なお、農業法人での研修で準備型の助成を受けた研修生が、同一の農業法人に雇用された場合には、農の雇用事業の採択を受けることはできない。
　　イ）「農の雇用事業」　93億1,300万円 （※単年度予算で毎年要求）
青年の農業法人への雇用就農を促進するため、農業法人等が農業経験の少ない原則45歳未満の新規就農者を正規に雇用して行う、農業技術や経営ノウハウ等の実践的なＯＪＴ研修に対して、24年度から措置していた、①研修生1人当たり月額9万7,000円、②研修責任者の研修に年額3万6,000円―（①と②あわせて年間最大120万円）に加えて、法人の雇用力を強化して雇用増進を図るため、新たに③法人等の職員を先進法人や他産業へ研修派遣（出向を想定）する経費を月額10万円（年間最大120万円）―を助成する。
予算積算では、23年度4次補正予算及び24年度予算による採択者の2年目の研修助成分（①と②）、25年度の新規採択分（①と②と③）を見込む。このうち③は4億円相当を計上。積算上の助成対象人数は、23年度4次補正と24年度予算の採択者3,750人、25年度の新規採択者約3,800人（うち③は300人）、あわせて合計7,550人。
24年度と同様に、この事業には農業経営継承事業が含まれており、経営継承のため継承希望者に実施する実践研修に対し、農の雇用事業と同様の助成を行う。また、経営継承のマッチングに向けた事前体験についても、新規就農等相談支援事業の中の農業就業体験事業（農業インターンシップ）で実施する。
　　ウ）「被災者向け農の雇用事業」 1億8,800万円 （※要求は農水省、予算は復興庁に計上）
平成23年度第3次補正予算に盛り込まれた東日本大震災の復旧・復興対策で、25年度までの継続実施となっている。被災者等を農業法人等が新たに雇用して、実践的なＯＪＴ研修を実施した場合、雇用した研修生1人当たり月額9万7,000円を最長2年間助成する。
対象となるのは、①市町村が策定する経営再開マスタープランや人・農地プランに位置づけられた被災農業者等を、農地等が復旧するまでの間、一時的（3ヶ月以上）に雇用する農業法人等、②農業経験の少ない被災者等を正規の従業員として雇用する農業法人等。
23年度第3次補正予算は7億円（支給対象者数は550人）、24年度予算は事業再開分を織り込んで4億2,300万円（同330人）の減額して計上。25年度の支給対象者数は 130人を見込む。
　　　※　震災の復旧・復興対策のため、23年度から25年度までの3ヶ年の措置。従って、　　　　25年度予算の採択者が2年目の助成を受けるための26年度予算の措置は、25年度　　　　までの助成実績等をふまえて今後検討。
　２）農業者育成支援事業
　　ア）「新規就農等相談支援事業」 　2億600万円
24年度と同様に、①農業法人就業相談活動事業として、就農希望者と従業員や後継者を確保したい農業法人等とのマッチングを促進するため、全国の求人情報など就農に関する情報の収集・提供、個別の就農相談、法人就業相談会（新・農業人フェア）の開催、新規就農支援ウェブサイトの運営など。②農業就業体験活動事業による、農業経験が乏しい就農希望者自らが適正を確認して、法人等への就農後の早期離職などミスマッチを防止するための短期就業体験（農業インターンシップ）―を実施する。都道府県段階の就農相談員手当の措置も盛り込まれている。
24年度より「農の雇用事業」から分離され、公募事業として当会議所が採択を受けて実施している。25年度も同様に公募事業として実施される。
　　イ）「農業経営者育成教育」　 3億8,900万円
今後の地域農業のリーダーとなる人材の層を厚くするため、就農希望者や経営発展をめざす農業者等に対して、高度な経営力や地域リーダーとしての人間力等を養成する農業経営者育成教育を実施する機関に対して助成。24年度と同額の要求。
高度な農業経営者育成教育を実施する全国段階の機関（農業者大学校）と、都道府県の農業経営者育成の中核教育機関（農業大学校等）が連携。全国機関で行う高度な教育研修の講義内容をインターネット等で中核教育機関等に配信するとともに、全国機関では中核教育機関の講師に対する研修も行う。中核教育機関に対しては、教育施設等の整備も支援する。
（２）農業雇用改善推進事業（厚生労働省）　6,376万円（23年度：7,700万円）
      農業の受け皿、独立就農のためのステップとして大きな役割を果たしている農業法　　人等への就農を促進し、人材定着のための効用改善を行うため、相談活動、指導・改　　善支援、地域巡回相談会や研修会の開催、啓発活動を支援する。
（３）その他の新規就農支援関連事業
　１）「就農支援資金」　実行要求（※要求総額の１項目として掲載)
                                                      （24年度は6億7,500万円）
平成24年度と同様に、新たに就農しようとする青年等（認定就農者）に対して、就農に必要な①就農研修資金（貸付限度額 5万円/月）、②就農準備資金 （同 200万円）、③就農施設等資金（同 3,700万円）―を、原則12年以内の長期にわたり無利子で貸し付けることを通じて、新規就農を支援。
①就農研修資金、②就農準備資金は、青年就農給付金の準備型の窓口である都道府県青年農業者等育センターが貸付窓口。③就農施設等資金の貸付窓口は、農協。
　２）「雇用確保に資する生産資源の承継・整備」  
離農・後継者不在の畜舎・園芸用施設の補改修、果樹園・茶園の改植など経営資源の有効活用への支援を行うとともに、高収益作物の導入、集落営農の設立・法人化に取り組む地域における水田汎用化、畑地かんがいを推進。
　　ア）「経営資源有効活用対策事業」　20億円
（新規・補助率：定額（1/2相当）、1/2以内）
離農した農家や後継者不在の農家の経営資源を有効活用し、意欲ある若者・女性の雇用を行う者等に対して貸付け等を行うための畜舎・鉄骨ハウス等の補改修・移転、家畜の移譲、果樹園・茶園の改植、農業機械のリース導入等に対して助成。
畜産と農産の２つのタイプがある。都道府県が募集を行い、事業を実施する市町村、農協、農地保有合理化法人などによる協議会が実施主体となる。
　　イ）「雇用創出支援基盤整備対策」　161億7,600万円（新規・補助率：2/3、1/2相当）
地域ぐるみで野菜・果樹等の高収益作物の導入や集落営農組織の設立・法人化により6次産業化に取り組む地域において、水田汎用化、畑地かんがい等の基盤整備を推進。事業実施主体は、国、都道府県。
８．女性・高齢者等活動支援事業
　地域農業の活性化や６次産業化における女性の能力の活用、農業委員会や農協役員における女性のいない組織の解消を目指し、女性・高齢者等の地域の多様な人材が農業・農村で活躍できる環境づくりを支援する。
　要求額は、1億9,558万円で、24年度に比べて、479万円、2.4％減となっている。
（１）女性経営者発展支援事業（継続）
　地域で活躍する女性経営者の飛躍的な発展を支援するため、女性経営者相互のネットワークの形成や異業種・民間企業との交流・情報交換の場となる地域段階でのワークショップの開催、全国レベルの情報交換による女性経営者の声の集約等の取り組みを支援する。要求額は、１億470万円。
（２）男女共同参画加速化事業（継続）
　農山漁村の男女共同参画への理解・気運の醸成を図り、女性農業者等の地域への参画を一層促進するため、意識啓発等にかかる研修やシンポジウムの開催等の取り組みを支援する。女性の農業委員への登用・選出も促進。要求額は、5,515万円。
９．農業者年金事業
　（１）特例付加年金助成金
　　　平成１４年に創設された新農業者年金制度によって措置されている認定農業者等の　　意欲ある農業者に対する保険料の一部助成のため、12億9,918万円（5.5%増）を要求　　している。
　（２）農業者年金給付費等負担金
　　　旧制度の受給者等に対する年金給付のため、1,247億0,167万円(1.1%増)を要求し　　ている。
　（３）[独]農業者年金基金運営費
      農業者年金基金が適切かつ適正に業務を行うために必要な経費として、昨年と同額　　　の33億4,070万円を要求している。
Ⅲ．当面の組織対応
	農業委員会系統組織の活動強化・体制整備のための関係予算の確保



　
　平成25年度農業委員会関係予算の概算要求において、22年度から措置されている農地法等の改正により大幅に増加した法令事務等を適正に執行するための「農地制度実施円滑化事業費補助金」（以下、「円滑化補助金」という。）は減額されたものの、24年度の実需額に見合う20億7千233万円が要求された。
　「円滑化補助金」の減額は、前年度予算の一律１割削減が実施される中、５％の減額となっている。
　農業委員会、農業会議、全国農業会議所の各段階において、24年度の確保・取り組み状況を点検・確認したうえで、25年度当初予算の確保に万全の対応を図ることとする。
　また、平成22年度に３名から５名に増額された「地方交付税交付金」の農業委員会費の職員給与費の基準財政需要額（単位費用算定基礎）を踏まえ、引き続き農業委員会事務局体制の強化を図る取り組みを進める必要がある。
　これらの予算要求等は、農地法等の改正を契機とした農業委員会等組織の体制整備を進めるための支援措置であり、この体制整備関係予算等の確保を重点課題とし、下記に留意しつつ、万全の対応を図るものとする。
１．都道府県および農業会議による市町村農業委員会予算確保状況等のフォローアップ
　　24年度の「円滑化補助金」の確保・活用状況について、早急に確認のうえ、24年度以上の予算の確保と活用が図られるよう対策を強化するとともに、都道府県、市町村における平成25年度予算の検討・編成スケジュールを勘案しつつ、それぞれの当初予算案に農業委員会等関係予算が盛り込まれるよう、普段の点検・フォローアップを行うものとする。
２．行政ルートによる予算確保対策の強化
　「円滑化補助金」は、10/10の事業として措置されているが、行政（都道府県、市町村）において、予算措置を講じることが必要であり、都道府県、市町村に対する予算確保の要請活動が不可欠となることから、市町村・都道府県段階における来年度の予算要望の作業スケジュールを踏まえ、概算要求で示されていた内容をもとに、都道府県主管部局および市町村財政当局との連携を密にして、予算の確保に向けた取り組みを進める。
　あわせて、国（地方農政局）から都道府県部局に対する関係予算の確保対策について、従来以上に強力に取り組むよう要請するものとする。
３．全国・都道府県・市町村段階での具体的な取り組みの実施
　　全国段階（全国農業会議所）
　（１）政府・国会における検討状況を見つつ、年末の政府予算案の決定に向けて、農業委員会組織関係予算、とりわけ「円滑化補助金」の25年度当初予算の確保に向けた取り組みを強化する。
　（２）具体的な都道府県・市町村段階における農業委員会組織関係予算の確保に向けた情報提供及び啓発活動は次のとおり。
　　　①　新たな農地制度の施行に向けて措置された「円滑化補助金」について、都道府県等との連携のもとに、事業の内容と予算確保の手続き等の情報提供と予算の積極的活用に関する啓発。
　　　②　農業委員会交付金の配分と「円滑化補助金」の確保・活用に影響する議事録、活動計画、点検・評価の作成等についての啓発と支援を強化。
　　　③　耕作放棄地解消に向けた取り組みを推進するため、農業会議・農業委員会を事業実施主体と位置づけている農山漁村活性化プロジェクト支援交付金の遊休農地解消を支援する事業および耕作放棄地の再生利用のための活動を支援する耕作放棄地再生利用対策の積極的活用に関する啓発。
　　　④　新規就農・人材対策関係予算については、全国農業会議所として事業の確保に最善の努力を傾注するとともに、事業の執行に当たっては、都道府県農業会議との業務委託契約による取り組みを推進するものとする。
　（３）農業委員会事務局の体制整備のために拡充された「地方交付税交付金」の算定基礎の農業委員会職員数の増員（職員配置を３人→５人へ）を踏まえ、農業委員会への内容の周知と市町村長等への働きかけ等の取り組みの支援。
　（４）全国段階での農地・担い手等に関する事業について積極的に確保するための取り組みを実施する。
　　都道府県段階（都道府県農業会議）
　（１）都道府県の所管部局との連携を密にし、各都道府県における予算編成作業の日程に留意し、すべての農業委員会において「円滑化補助金」の25年度当初予算の計上による活動強化・体制整備が図られるよう掘り起こしに積極的に取り組む。
　　　　また、農業委員会会長・事務局長等に対し、事業実施の必要性について徹底を図るとともに、さまざまな会議・研修等を通じて事業実施計画の記入の仕方等も含めて予算確保・活用を強力に働きかける。
　（２）「地方交付税交付金」の算定基礎の農業委員会職員数の増員を踏まえ、農業委員会が取り組む体制強化の働きかけを、積極的に支援する。
　（３）農業委員会交付金の配分と「円滑化補助金」の確保・活用に影響する議事録、活動計画、点検・評価の作成等について、農業委員会への啓発と支援を強化する。
　（４）都道府県の所管部局と連携を一層密にし、農業会議において「円滑化補助金」をはじめ、担い手・経営対策関係予算の確保・活用が一層図れるよう取り組みを強化する。また、事業実施計画の作成にあたって、全国農業会議所が主催する「中央研修会」への出席のための経費等、農業会議が開催する研修会等の資料や講師に支払う旅費等についても確保に努める。
　　市町村段階（市町村農業委員会）
　（１）市町村における予算編成にあたっては、業務の円滑な推進に必要な財政確保が図れるよう農業委員会会長を中心に市町村長等への対策を講じること。とりわけ、「円滑化補助金」の25年度当初予算の計上に向けて積極的に取り組むこと。
　（２）農業委員会の体制整備に向け、「地方交付税交付金」の算定基礎の農業委員会職員数の増員を踏まえ、市町村長に職員増員に向けた要請を強力に行うこと。
　（３）農業委員会交付金の配分と「円滑化補助金」の確保・活用に影響する議事録、活動計画、点検・評価の作成等について積極的に取り組む。
　（４）上記のほか、遊休農地対策等の農業委員会を中心に行う事業、農業者年金委託費等について、市町村の農業委員会予算に位置づけられるよう対策を講じること。
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　農業委員会系統組織を巡っては、「我が国の食と農林水産業の再生のための基本方針・行動計画」での指摘、会計検査院の実地検査の指摘と対応、総務省行政評価局調査の実施などの動きがある。
　その中で、農業委員会系統組織の取り組みとして、特に、遊休農地対策を中心とする平成２１年の改正農地法の運用の状況と成果が焦点となっていることから、引き続き改正農地法に基づく農業委員会の業務の推進を徹底するとともに、活動内容等の情報の発信に努めることとする。
（１）改正農地法の運用を含めた農業委員会の事務の適正化の取り組みと農業委員会の事務局体制の整備について引き続き推進を図る。
（２）特に、①農地法第3条の3に基づく「農地相続時における相続人の農業委員会に対する届出」の確実な実施に向けた市町村の戸籍担当との連携及び制度の周知、②農地法第6条に基づく「農業生産法人の報告等」の取り組み、③農地法第30条に基づく「農地の利用状況調査と遊休農地の所有者等に対する指導」の取り組み、を徹底する。
（３）会計検査院の指摘を踏まえた贈与税・相続税の納税猶予対象地の利用状況の調査と是正措置について、農林水産省、都道府県との連携の下に調査の実施と是正対象地の適正化の取り組みを徹底する。
（４）規制・制度改革（再生エネルギー施設や大規模野菜施設建設の農地転用許可の取り扱い等）、独立行政法人改革（農業者年金基金の組織・制度）の検討、復興特区法案の検討、改正農地法等の運用の検証作業等の動きを注視し、遺漏のない組織対応を図る。
（５）今後の農業委員会の『さらなる取り組み』の重点に基づき、活動・審議の「見える化」の一環として、農業委員活動記録や「農業委員会活動整理カード」の作成、農業委員会活動についての情報発信の強化を図る。
- 1 -

